
医療技術局の現況と研究研修事項



薬剤部

2024年の薬剤部業務
　今年の年報では、薬剤部の活動内容についてご紹介させていただきます。
　私たち薬剤部は、薬剤師23名、医薬品SPD（Supply Processing and Distribution）4名、事務員1名の計28
名で構成されています。メンバー全員が、それぞれの専門知識を生かしながら、日々医療現場や患者様のため
に全力を尽くしています。
　薬剤部の中心的な役割は、入院および外来の調剤業務です。患者様お一人おひとりの病歴や服薬履歴をしっ
かり確認し、薬が安全に使えるよう細心の注意を払っています。また、注射薬の取り扱いにも力を入れており、
最新の機器を導入することで安全性と効率をさらに向上させています。
　病棟では専任薬剤師を配置し、医師や看護師と連携しながら患者様に最適な薬物療法を提供しています。入
院中の薬の使い方について丁寧に説明を行い、手術前後の不安や疑問に対してもしっかりサポートしています。
さらに、抗がん剤の調製や治療計画の管理など、高度な専門知識を必要とする業務も行っており、患者様が安
心して治療に臨めるよう努めています。
　安全対策にも重点を置いており、医療現場でのリスクを減らすための分析や職員教育を行っています。また、
薬学生の実習受け入れを通じて、未来の薬剤師を育てる活動にも取り組んでいます。　こうした日々の努力が、
患者様や地域医療に貢献する形となることを目指しています。
薬剤部一同、これからも「患者様第一」を心に、質の高い医療を提供できるよう努力を続けてまいります。引
き続き温かいご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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2. 薬剤部業務状況
2.1. 調剤部門
2.1.1. 科別処方箋枚数の推移

2.1.2. 月別処方箋枚数の推移
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2.1.3. 科別院外処方箋枚数
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2.1.4. 科別処方箋枚数（院内・外来）

2.2. 注射部門
2.2.1. 月別返納・破損・請求伝票枚数
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2.2.2. 注射処方箋枚数の推移

2.2.3. 科別処方箋枚数（予約・外来）
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2.2.4. 科別処方箋枚数（常置・外来）

2.2.5. 科別処方箋枚数（定期・入院）
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2.2.6. 科別処方箋枚数（臨時・入院）

2.2.7. 病棟別処方箋枚数（定期・入院）

2.2.8. 病棟別処方箋枚数（臨時・入院）
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2.3. 外来化学療法部門
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2.4. 製剤部門

87−　  −



2.5. 医薬品情報業務および服薬指導
2.5.1. 医薬品情報業務

2.5.2. 服薬指導件数（科別）

2.6. その他
2.6.1. 入院予定患者（窓口）持参薬取り扱い件数（曜日別・月別）
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2.6.2. 持参薬依頼表運用による取り扱い件数
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2.7. 学会発表・講演等
1. 岸　孝行

心不全薬薬連携の重要性　～入院中の指導には賞味期限がある～
2024年　第5回泉州岸和田地域連携フォーラム、10月28日、岸和田

2.6.3. 麻薬年間報告書（令和5年10月1日〜令和6年9月30日）
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中央放射線部

≪概要≫
■組織・スタッフ（2024.12現在）
　診療放射線技師（常勤）	 21名	 （男性：17名 女性：4名）
　診療放射線技師（非常勤）	  3名	 （男性： 2名 女性：1名）
     地域連携画像担当（非常勤）	 1名

■主な認定及び専門技師数

■業務概要
　近年、公立病院の独立行政法人化や指定管理者制度への移行が進み、近隣の公立病院では建て替えが行われ
るなどの変化が見られる。一方で、中央放射線部画像診断センターにおいては、建物や設備は老朽化している
ものの、検査機器の更新が進んでおり、高度な検査・治療が可能となっている。
　また、新型コロナウイルス感染症が終息したわけではないが、5類へ移行した後はインフルエンザの爆発的
感染が広がり、勤務の調整に苦慮した。
　さらに、年末からは血管造影装置および放射線治療装置の更新工事が始まった。血管造影装置は2025年3
月に完了予定であり、放射線治療装置は6月または7月を目途に稼働する予定である。これにより、今後はよ
り高度な検査・治療の提供が可能となる。
　
≪方針≫
■方針・目標
　放射線治療装置の更新に向け、診療放射線技師としての業務習得および技術向上を目指し、日々研鑽を重ね
る。また、医師の働き方改革を見据え、タスクシフト／タスクシェアを念頭に置き、告示研修や実地研修への
積極的な参加を継続する。
　さらに、患者の医療被ばくを低減するため、装置管理および線量管理業務を継続して実施する。
　新たな検査への挑戦や医療技術の向上を図るため、学会・研修会などに積極的に参加し、自己研鑽に努める。
加えて、診療に直結する認定・専門技師資格の取得および更新に向けた研修参加を継続し、さらなるスキル
アップを目指す。

≪実績≫
■活動・統計実績
　2024年は、全体的に見ると検査件数・検査人数ともに昨年より増加し、概ねCOVID-19感染拡大以前の水準
に戻ったと言える。総検査件数は97,766件（昨年94,150件）であり、コロナ前の2019年の件数（102,165
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件）と比較すると4,399件（4.4%）の減少となる。しかし、特にCTの件数は23,588件となり、コロナ前より
825件（3.6%）増加しており、CT2台体制の検査処理能力の限界に達しつつある。これ以上の対応には、検査
予約時刻の延長またはCTの増設が必要となる。
　血管造影に関しては、全検査数としては微減しているが、12月半ばより機器更新工事が始まり、1台体制と
なったこともその要因の一つである。
　放射線治療部門では、COVID-19感染拡大以前の照射件数と同水準を維持しているが、12月中旬より装置更
新のため、照射が一時停止されている。
　PET・RIに関しては、ここ数年の件数は現状維持または微減傾向にあったが、コロナ前と比較すると30%の
減少となっている。全国的にも20年前に比べ同様の傾向が見られるが、当院では特にこの5年間で骨シンチ・
心筋シンチともに半減している。

■臨床治験
　本年は、医薬品の臨床試験における画像診断検査の依頼はなかった。

■統計実績
2024年　検査項目別人数
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2024年　一般撮影　検査人数

2024年　血管造影　検査人数 心カテ抜粋

2024年　マンモ検査人数 2024年　骨塩定量　検査人数
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2024年　放射線治療人数

2024年　TV　検査人数

2024年　放射線治療件数
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■診療放射線技師 臨床実習生受け入れ
　診療放射線技師養成のための臨床実習病院として、診療放射線技師養成学校2校から実習生4名を約4カ月間
受け入れた。

2024年　診療放射線技師養成学校よりの臨床実習受け入れ状況

≪今後の展望≫
■以下の項目を達成できるようにスタッフの充実と環境整備を行う。

●医療機器の更新に備えることが課題である。放射線治療装置や血管造影装置等の更新を受け、人材の確保
および育成に努める。

●血管造影検査全般において、検査・治療の随時対応を早期に目指す。業務管理担当に時間外勤務が偏るこ
との無いよう、業務の平均化を目指す。

●当直二人体制と二交代制の移行に向けて、人員配置と業務内容の検討を行う。
■研究発表や認定資格取得等を積極的に行い、医療従事者として知識・技術の向上に努める。
■法律の改正や市民の意識向上に伴い、医療被ばくおよび従事者被ばくに対する規制が厳しくなり、また関心

も高まっている。従事者は被ばくに対する意識を高め、防護や管理を適切に行い、患者および放射線業務従
事者の被ばく低減に努める。
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中央検査部

≪概要≫
■組織・スタッフ
　中央検査部としての人員枠は正規職員技師19名と会計年度技師10名、会計年度看護師4名の計33名の枠と
して日常業務に従事してきた。しかし2024年度当初は、昨年度定年職員分の補充が間に合わなかった為５月
まで１名欠員であった。会計年度職員に関しては2024年中に2名退職した。しかし補充が上手く出来ず人員
不足状態での業務となった。
ウィズコロナからアフターコロナ・ポストコロナへと世間は変革してきた。しかし検査部としては検査数や検
査装置に変化はなく、変わらずで人員不足でかなり多忙な日々だが患者様や職員の為に日勤・時間外問わず検
査に対応している。

※認定及び専門技師数

■業務概要
　中央検査部は、検体検査と生理検査に大別される。検体検査では、尿一般検査、尿沈渣、尿化学検査、血
糖・HbA1c、糞便検査、感染症迅速検査に３名、末梢血液一般検査、血液像、凝固線溶検査、骨髄検査に３
名、生化学検査、免疫検査、輸血検査に５名、細菌検査に４名を配置し、業務を行っている。今年度より現在
勤務している業務以外に他の業務にも参画する為、尿一般検査と生化学・輸血検査、血液検査と細菌検査が連
携して日々の業務を行う様にした。これによって各自が1部署のみでなく多部署の業務が遂行できるようにな
り、少人数での業務の効率化を図ることが可能となりつつある。それに伴い休暇の消化もしやすくなり計画的
な業務が行える。生理検査では、心電図、肺機能、脳波、超音波検査等に11名を配置し、業務を行っている。
外来採血は、午前8時から業務を開始し、検査技師１名、看護師4名（1名午前のみ）で対応している。また、
採血室のスタッフは「時間内歩行試験（6MWT）」、尿素呼気試験も担当している。看護師の負担軽減を目
的に入院患者の翌日分採血管準備と検査板の作成を全病棟で実施している。当直業務は、現在管理職も含めて
現在１５名の技師で対応している。現在も新型コロナウィルス検査は、院内にて２４時間抗原定量検査を行っ
ている。PCR検査においては、救急外来にて入院時などに施行している。今後も地域の中核病院として救急医
療における臨床検査の役割は重要である事をスタッフ一同認識し、的確な情報を迅速かつ正確に提供できる体
制で取組んでいく。

≪方針≫
■方針・目標
　迅速かつ正確な検査情報を提供するために、内部精度管理・外部精度管理の強化（外部精度管理のＤ評価
“0”を目標）と各検査機器のトラブル防止（定期的なメンテナンスの実施）を重点目標とする。患者サービス
の一環として、検査相談室を活用し、わかり易い検査説明と相談サービスに努める。また、生理検査において
は、原則緊急オーダは断らない事を目標に、予約検査や当日検査に努める。
　研修会・学会等へ積極的に参加し、検査技術や知識の向上と専門技師の育成を目指す。適正な在庫管理（試
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薬・消耗品）と院内検査と外部委託検査の定期的な見直しを実施し、検査部業務の効率化と経費削減に努める。

≪実績≫
■活動・統計実績
　2024年（令和６年）の中央検査部の総検査件数は2,454,891件で対前年比較では、21,931件の増加であっ
た。検査点数については、総検査点数96,406,572点で対前比較では、1,101,087点の減少であった（資料1）。
これは新型コロナウィルス検査数の減少が原因と考える。
　診療科別件数では、心臓血管外科、呼吸器科。膠原病・リウマチ科、腫瘍内科、整形外科、耳鼻咽喉科など
で前年と比較して増加していた。その他は微増から横ばいの科もありました。消化器内科、循環器内科、代謝
内分泌内科、血液内科などの診療科で減少していた。（資料2）。
　各部門別検査件数は、別資料の様に各検査増減していた。昨年と比較して検査件数自体は増加していた。
（資料３）。
　輸血製剤の使用状況では、赤血球製剤の使用単位数は5,692単位、前年差で575単位増加、凍結血漿の使用
単位数は1,712単位、前年差で854単位増加、血小板製剤の使用単位数は10,595単位、前年比で1,970単位増
加であった。年間の血液製剤廃棄率は、0.2％で前年度より0.3％減少していた。今年はかなり廃棄率が低下し
ていた。今後も在庫数の見直し、Rh(-)の血液製剤の使用等を継続したいと考える。また、FFP/RBC比は年間
平均で0.25（施設基準＝0.27未満）と適正な範囲に抑えることができた。それによって輸血適正加算算定を
行えることなった。ALB/RBC比においては、年間平均1.35で施設基準（2.0未満）を満たしていた（資料4）。
　中央検査部が参加している精度管理調査については、令和元年度も概ね良好な結果であった。また、一般社
団法人日本臨床衛生検査技師会から「臨床検査が標準化され、かつ精度が十分保障されていると評価できる施
設」として「精度保証施設」の認証を受けている。日常検査における内部・外部精度管理は、診断・治療に重
要であり「臨床検査の質」を担保するものである。
　臨床検査技師養成校の臨地実習については、大阪行岡医療専門学校長柄校2名（5月～9月、大阪医療技術専
門学校から2名（4月～9月）、日本医療技術専門学校から1名（4月～8月）、関西医療大学から2名（9月～
10月）森ノ宮医療大学から2名（9月～10月）の学生を受入れた。

■検査項目の採算性検討
　臨床検査適正化委員会において採算性の検討を行った。それに伴い試薬消耗品の検討や外注からの院内化及
び院内からの外注化を目指して検討していく。試薬・消耗品に関しても単年度単価契約などに協力し、出来る
だけコスト軽減に協力している。

■研修・教育実績
　研修については、各スタッフが専門的な研修に参加している。コロナ以降は現地開催及びオンデマンド配信
の形式が多く各技師が多数参加している。今後も更なる積極的な参加が望まれる。

≪今後の展望≫
　2024年は新型コロナウィルス感染症にて落ち込んだ病床利用率の回復のために紹介患者特に地域医療室を
通した紹介がかなり増加した。その為に予約以外の当日至急検査がかなり増加した年である。当日至急や追加
検査が多いという事は検査者的にかなりのストレスをかけてしまうが、患者や紹介元的には何度も行かずにそ
の日に診断治療をする事ができる紹介しがいのある病院ということになる。今後とも全力で迅速な検査に取り
組んでいきたいと考える。今後もさらに充実及び先を読んだ対応を当検査部として目指し実行していく。人員
不足の状態は日常的に続いている。しかし会計年度職員に関しては、継続的な募集を行っているが定員には達
していない状況がこの数年来続いている。これを改修するのには、正規職員の増員が課題と考える。
　中央検査部として出来る事はまず適正な臨床検査の実施に取組んでいくこと、ランニングコストの見直しな
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どが望まれる。検査項目の重複チェックや包括内項目の減少を中央検査部から臨床に指摘を行える体制を整備
して目指す。医師から他職種へのタスク・シフティング（業務移管）についても臨床検査技師で行える業務・
行為を抽出し、具体的な移管方策を検討していく。救急診療の補助として、内視鏡検査の介助、造影超音波の
施行、臨床検査技師ができる病棟業務にも対応できる検査技師の育成など、病院内で中央検査部の立ち位置を
考えながら、運営を目指していきたい。
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病理・細胞診断部

≪概要≫
■組織・スタッフ
医師１名（病理診断科と兼務）
臨床検査技師（常勤）4 / 4名（うち、細胞検査士3名）
臨床検査技師（非常勤）0 / 0名
なお、臨床検査技師（常勤、細胞検査士）１名は、産前産後休業取得中であった。

■診療・業務概要
　病理診断に関わるすべての補助・管理業務と、病理検体を用いる遺伝子検査の準備・管理業務を行っている。
具体例を挙げれば、HE標本作製、細胞診標本作製、術中迅速のための凍結標本作製、免疫染色標本の作製、
特殊染色標本の作製、標本等の貸出業務、診断済みの検体管理、標本管理、解剖補助、凍結標本の管理、外注
検査の管理、貸出検体の管理などである。現在、細胞診のスクリーニング業務、精度管理が求められるHER2
検査、頻度の低い染色、フローサイトメトリー、遺伝子検査、染色体検査等は外注している。

≪方針≫
■方針・目標
　病理業務を以って病理診断・細胞診断に関わり、遺伝子検査の準備・管理業務を以って遺伝子検査に関わり、
患者さんの診療と健康に貢献する。

［基本方針］
1. 基本型に忠実であることを目指す
　ここで言う「基本型」とは、きちんとした教科書に載ってしかるべき事柄や規範という意味である。医療は
患者さんを対象とするため定型的でないことがしばしば生じるが、だからこそ、基本となる型が重要になると
考える。

2. 一つ一つの業務を大切にする
　私達が患者さんにできることは、一つ一つの業務しかない。一つ一つの業務を特定の誰かのためにしている
わけではないが、専門職に値する知識と行動を以って、業務に専念する。このことこそ、患者さんが安心して
病院を利用するために必要なことと考えている。

3. 臨床検査技師の仕事を優先的にできる環境にする
　臨床検査技師あるいは細胞検査士としての専門性を伴う仕事に専念できる環境を作っていきたいと考えてい
る。部署内外でのワークフローの見直し、作業環境の改善を慣例に囚われずに絶えず見直している。

≪実績≫
■活動・統計実績
　診断実績は別表の如くであった。
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診断件数（年別）

［関連団体・学会］
日本臨床衛生検査技師会
日本臨床細胞学会
日本病理学会

［外部制度管理参加実績］
1. 自己採点スライドカンファレンス
　日本臨床細胞学会大阪府支部、細胞検査士会精度管理部
2. 臨床検査精度管理調査細胞検査フォトサーベイ
　日本臨床衛生検査技師会
3. 認定施設精度管理（コントロールサーベイ）
　日本臨床細胞学会

［刊行論文］
特になし。 

［学会発表］
1. 白木祐真、中谷理加、伊達恵美、今井智美、前田奈津美、井上宏昭、高橋憲一、飯塚徳重
　反応性リンパ球との鑑別を要した慢性リンパ性白血病(CLL)と肺多形癌の合併症例
　第65回日本臨床細胞学会総会（春期大会）、2024年6月8日、大阪

■研修・教育実績
　大阪国際がんセンターにおいて、細胞検査士資格認定試験の準備から実務上の相談まで、総合的に協力を受
けている。

≪今後の展望≫
　病理・細胞診断部は中央診療部門の一角を担う部署であり、病院の診療機能を十分に発揮するための基礎を
提供している。そのため、病院の使命とそれに求められる業務内容に相応しい人員の確保と職場環境の整備を
進める必要がある。また、遺伝子検査の準備・管理業務が増え続け、業務量は増える一方である。本来であれ
ば、少なくとも5－6人の常勤臨床検査技師が必要だと思われるが、現状4人であり、一部の業務を外注するこ
とにより凌いでいる。一般論として、業務の質や信頼性を求めない、あるいは評価しない組織であれば、とり
あえずなんとかなっているように見えるので、増員の必要性なしと判断されるかもしれない状況である。努力
すると報われない状況に陥っている可能性もあるが、その可能性を検討したところで部署としては対処できる
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ことがないのも現実である。
　一方、当部門では既存機器の老朽化が進み、機器の故障が絶えない。本来であれば故障する前に定時交換す
べき機器であっても、病院の方針のため、壊れてから修理になることが多い。故障時に修理不能対象機器であ
る場合も多い。故障する前に定時的に機器を入れ換えられるように予算の申請はしているが、叶わないのが現
実である。
　今後も予算不足のため、病理業務の安定供給は不可能である。とりあえずなんとかなっているように見える
のは、スタッフの努力と運が悪くなかっただけである。病院利用者にはご迷惑をかける可能性はあるが、当部
署としては、今後もスタッフの努力と運で乗り切る以外に術がない。
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臨床工学部

≪概要≫
■組織・スタッフ
　2024年4月のスタッフ構成は、常勤10名、嘱託2名、事務員１名で業務を行っている。

　認定及び専門技士数
4学会合同体外循環技術認定士		  4名
3学会合同呼吸療法認定士		  4名
透析技術認定士　　　　       		  4名
臨床ME専門認定士　　　　　　		  2名
心血管インターベンション技師		  3名
手術関連専門臨床工学技士　　		  1名
認定医療機器管理臨床工学技士		  1名
医療機器情報コミュニケータ　		  1名
不整脈治療専門臨床工学技士　		  2名
植込み型心臓デバイス認定士		  1名
認定臨床実習指導者		  1名

■業務概要
　ME機器管理業務では、約1800台の機器が登録された管理システムを活用し、中央管理機器の貸出・返却業
務をはじめ、機器の保守点検および修理業務を行っている。
　また、ME機器の購入時は使用用途や汎用性など考慮し、委員会で審議をしている。
　人工呼吸器業務では、使用中点検として毎日ラウンドを実施し、安全な使用環境のサポートを行っている。
心臓カテーテル業務では、ポリグラフの操作や物品の管理も行っている。また、アブレーション業務では、ラ
ボと3Ｄマッピングシステムの操作などを行っている。デバイス業務では、ペースメーカの植込み術や外来診
療に携わっている。手術室業務では、麻酔器をはじめ様々な周辺機器の始業点検を実施し、人工心肺装置やナ
ビゲーションシステムの操作、レーザー装置や眼科手術装置の操作、手術支援ロボット（da Vinci）も携わっ
ている。血液浄化業務では、透析センターでの維持透析や白血球除去療法、腹水濾過濃縮療法など、急性期対
応では、集中治療室での持続的血液濾過透析などの血液浄化治療を行っている。

≪方針≫
■方針・目標
　ME機器の購入方法として臨床工学部運営委員会で検討し、汎用性の機器は関連部門と協議を行い、納得い
く機器購入を目指しコスト削減を目標とした。
　最初の見積額から5％の削減を目指すため、購入機器については対抗機器を立てた。

≪実績≫
■活動・統計実績
　臨床業務では、カテーテルアブレーションの症例件数が年々伸びている傾向にあり、デバイスの植込み術も
増加傾向にある。人工呼吸器は日中のラウンド回数が増加していることから、NHFの使用頻度が増加している。
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■活動・統計実績
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購入機器一覧
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廃棄機器一覧
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2024 年　研修会記録一覧

■研修・教育実績
　より高度な知識・技術の習得さらにチーム医療に貢献するため、学会発表や研修会に参加をした。また、臨
床工学技士養成のための臨床実習病院として、大阪ハイテクノロジー専門学校と藍野大学の実習生を受け入れ
教育指導を行った。

実習受け入れ状況

≪今後の展望≫
　ME機器の購入は、臨床工学技士の介入によりコスト意識を持ちつつ、優先順位を考えながら病院機能に適
した機器購入を継続的に行う。病棟や手術室や集中治療室での臨床工学技士の必要性をより理解されるよう業
務に努めていく。さらにタスクシフト/シェアで臨床業務の適宜対応に努めていく。
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栄養管理部

≪概要≫
■組織・スタッフ
　栄養管理部部長　1名（代謝・内分泌内科部長）
　常勤管理栄養士　4名
　非常勤管理栄養士　2名
　事務員　1名
　　各種学会認定　日本糖尿病学会　糖尿病療養指導士1名
　　　　　　　　　日本臨床栄養代謝学会　栄養サポートチーム専門療法士1名

■業務概要
　入院時食事療養Ⅰに基づき患者給食の提供を行っている。入院中の食事は治療の一環としてそれぞれの患者
の症状に応じた食事を提供している。季節を感じる食事を召し上がっていただくことを目的とし、年間12回
の行事食を取り入れている。また、年2回（夏季・冬季）入院患者に喫食調査を行い、食事の嗜好、給食に対
するご意見を病院給食に反映させている。
　管理栄養士は入院患者個々の状態に応じた栄養管理を行うため、病棟担当制を導入。栄養管理が必要な患者
に対しGLIM基準による低栄養診断を実施、栄養管理計画の立案・実施・評価を行っている。病棟担当管理栄
養士が積極的に関わり、経口摂取不良患者に対して患者への聞き取りや病棟スタッフとのカンファレンスによ
り、食事内容を見直し経口摂取増に向けての取り組みや食事相談、栄養指導など栄養介入を行っている。また、
重症患者に対する栄養管理に努め、専任管理栄養士を配置し早期栄養介入管理加算の算定を行っている。
　患者が在宅で食事療養ができるよう個人栄養指導を行っている。患者支援センターにおいて術前の栄養指導
や低栄養等の栄養指導を実施するなど、入院前から介入を行っている。必要な患者に対し、入院中・退院後の食
事療養についても介入を実施している。集団栄養指導は「糖尿病教室」にて食生活に関する指導を行っている。
　糖尿病患者会「千亀利会」は日本糖尿病協会の支部として会員相互の親睦と健康増進を図ることを目的とし
て栄養管理部に事務局を置き活動している。

≪方針≫
■方針・目標
　入院中の患者給食は疾病治療の一環として、給食の質向上に努める。また患者サービスの観点からも患者に
喜ばれる食事の提供に努める。
　患者個々の状態に応じた栄養管理計画を立案し必要な栄養介入を行っていく。栄養指導や食事相談を充実さ
せるとともに、栄養に関する情報を他職種と共有することにより患者の栄養改善に寄与していく。
　栄養サポートチーム、糖尿病透析予防、緩和ケアチームに専任管理栄養士を配置している。また褥瘡回診へ
の参加も行っている。チーム医療の一員として患者の栄養改善や疾病進展予防等に取り組んでいく。

≪実績≫
■活動・統計実績

1. 患者給食の提供数（入院時食事療養）＊資料1
　　患者給食提供数は延べ239,098食で1日当たり約710食提供であった。
　　関係部署と連携して既往歴から特別食が必要な患者のピックアップを行い、病状に合わせた食事が入

院時から提供できる体制を整え特別食の割合は40％以上を維持している。
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2. 栄養指導　＊資料2、図1、図2
個人栄養指導は入院・外来を合わせ1454件で昨年（1508件）と比較しやや減少。がんに対する栄養

指導件数は昨年に引き続き取り組みを強化し、265件と昨年（257件）よりやや増加した。外来化学療法
室や患者支援センターでの栄養指導など積極的に実施し、外来栄養指導は802件と昨年（709件）より増
加した。集団栄養指導は糖尿病教室を入院患者のみ対象として開催した。

3. 早期栄養介入管理加算　＊資料3
2022年12月から算定を開始した集中治療室における早期栄養介入管理加算の算定件数は939件と昨年

（733件）より約200件増加した。その内、早期栄養管理加算（250点）661件、早期栄養管理加算・経腸
栄養（400点）278件であった。

4. 栄養管理計画書立案件数　＊資料4
栄養管理計画書の立案件数は入院時6,722件、再評価時8,163件で合計14,885件であった。昨年

12,998件より約15％増加した。
5. 千亀利会事業報告

2024年は総会、その他の事業は感染症拡大により中止となった。

■研修・教育実績
　管理栄養士臨地実習
　　管理栄養士養成校4校から延べ10名の実習生の受け入れを行った。

≪今後の展望≫
　栄養管理部の取り組むべき課題は、栄養治療の充実や食事サービスの向上である。入院時の栄養治療の充実
においては病院給食が根幹にあり、委託給食会社と協力し給食の質向上に努めていく。
　入院患者においては栄養指導や食事相談等の栄養介入を行い栄養治療の充実を今後も図っていきたい。外来
患者においては継続的な栄養指導を実施し、食事療養のサポートを行っていく。チーム医療の参画や多職種と
の連携により、患者への適切な栄養管理を実施し、栄養改善やQOLの改善を目指していきたい。

資料１　2024年　患者給食数
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資料２　2024年　栄養指導件数
1. 個別栄養指導件数

2. 集団栄養指導件数

図１．個人栄養指導疾患別割合
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図２．栄養指導件数（推移）

資料３　2024年　早期栄養介入管理加算算定件数

資料４　2024年　栄養管理計画書立案件数
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患者支援センター（地域医療センター）

≪概要≫
■組織・スタッフ
　患者支援センター長（医師・顧問）1名
　副センター長（看護師・師長）1名
　医療福祉相談部：社会福祉士（常勤）6名
　看護：看護師（常勤）6名、（非常勤）5名
　地域医療連携室：事務員（常勤）3名、（非常勤）8名、手話通訳者（非常勤）1名
　
■業務概要
　患者支援センターは、地域医療連携室・医療福祉相談部・看護・がん相談室（がん相談支援センター）の組
織で構成されている。地域医療連携室では紹介患者の予約調整および返書管理、緊急紹介患者の受け入れ調整、
医療福祉相談部では各種医療・介護・福祉、がんなどの相談対応と入退院・転院支援・調整、看護では緊急入
院のベッドコントロール、MSWと協働した入退院支援・調整、退院前後訪問、初診相談やがん相談などの各
種相談対応、地域連携パスの運用、入院前支援の対応などを実施している。事務・MSW・看護師の3職種が
連携し、地域の医療機関からの紹介受け入れから退院後のフォローアップと近隣の地域医療機関との連携を含
め、地域医療連携に関する複数の業務を担っている。

≪方針≫
■方針・目標
　地域医療支援病院として紹介率50％、逆紹介率70％維持を目標とし、地域医療機関との連携がスムーズに
おこなえるよう調整している。地域医療連携室では当院の登録医となっている医療機関を各診療科部長と共に
訪問して当院に対する要望を確認し、院内へフィードバックするなど新規紹介患者増加のための取り組みを
行っている。また入院患者がスムーズに次の療養先へ移行できるようMSWと看護が協働し退院調整を実施し
ている。近隣の医療機関と顔の見える連携を進めるため、後方病院との意見交換も積極的に行っている。
2016年度より多職種による入院前からの患者支援を開始し、当院へ通院・入院される全ての患者様への総合
支援窓口としての役割を担っている。

≪実績≫
■活動・統計実績

【地域医療連携室】
　本年も地域医療支援病院として、紹介・逆紹介の推進を強化するための活動に取り組んだ。
〇顔の見える関係作りを強化するため、地域の医療機関訪問を積極的に行っている。今年は各診療科医師と共

に80件、全件で135件の挨拶訪問を行った。
〇毎月発行している地域連携ニュースを「yoriいっsaw」として、各診療科特集「sasaL」としてリニューアル。

市民病院の各診療科トピックスを集約した「市民病院now」も追加発行し広報の強化にも努めた。
〇泉州大腿骨近位部骨折地域連携パスの事務局を今年度より運営。年３度の会議運営や統計等、泉州二次医療

圏での情報共有や地域連携パスの改訂等の活動を実施。
〇2024年度診療報酬改定により新設された救急患者連携搬送の窓口として各種調整を担当。
〇ICT連携においては、診療情報地域連携システム（診療情報閲覧および予約システム）を推進。今年は連携

病院とのシステム導入も開始した。閲覧同意件数も増加している。今後とも導入医療機関を増加させ、更な
る地域医療連携を推進していく予定である。
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〇心不全チーム部会等や各診療科や各部門において新規事業の地域連携サポートを積極的に行った。
〇「泉州岸和田地域連携フォーラム」やその他の地域の医療従事者向け講演会を開催し、地域における診断お

よび利用に関する知識の普及・向上や地域医療連携の推進に尽力した。

≪今後の展望≫
　地域医療支援病院及び紹介受診重点医療機関として、今後も地域医療連携室の利便性を高め、スムーズな紹
介・逆紹介の推進、地域医療機関との連携強化、広報力の向上、ICT等更なる地域連携の強化に努めていく。

  
【医療福祉相談部】
＊地域活動
○岸和田市内17病院でおこなっている病病連携会議では、回復期リハビリテーション病棟、精神科病棟の見

学会を開催。また、身寄りがない方の支援などについて各医療機関での対応状況をまとめ、岸和田市社会福
祉協議会との課題共有をおこなった。

〇岸和田市在宅医療介護連携拠点会議の看取りワーキンググループにおいて人生会議（ACP）をテーマに、市
民向け講演会の企画運営に参画した。

〇大阪府難病診療連携拠点病院として府内で開催される会議、研修会に参加。泉州2次医療圏内の各管轄保健
所のネットワーク会議に出席。また、岸和田保健所管轄で難病患者を対象とした就労支援相談会を随時開催
している。難病就労相談の院内周知を図るため、難病就労サポーター、臨床遺伝子専門医、医療ソーシャル
ワーカーで動画を作成し、研修会を開催した。

〇認定がん相談支援センターにおいては認定がん相談員3名の体制で対応。専従、専任、兼任で対応し、面談
の定期的なモニタリングをおこない、相談対応の質の担保、向上に努めている。また、ハローワークの職業
相談員との協働によるがん就労相談会、合同患者サロン、講演会などの活動を展開し、地域がん診療連携拠
点病院のがん相談員としての役割を遂行した。

〇地域の公立病院として、虐待関連、特定妊婦、精神保健、小児在宅医療など、多岐にわたる大阪府、市町村
から依頼される各会議、研修に出席、院内外の多職種と地域の課題について協議し、取り組みに参画している。

〇岸和田市認知症初期集中支援チーム（ローズケアチーム）のメンバーとして自宅や地域の相談機関への訪問
できる体制となっている。

〇脳卒中地域連携パス会議に参加。
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≪今後の展望≫
　４月に新任職員を迎え、MSW６名体制での業務となった。新人教育として、指導計画の作成、指導者間の
ミーティング、振り返りの面談を定期的におこない、個性に配慮した育成が実現できるよう努めた。次年度は
さらに知識、技術の習得に向けた指導計画を立案予定。
　患者支援センター看護師とともに、入退院支援を強化しつつ、身寄りのない方やがん患者をはじめとする意
思決定支援、妊産婦の養育支援、虐待事例など社会的背景に問題を抱えるケースに積極的に対応していく。地
域包括ケアの構築に向け、医療介護地域連携や地域連携パス会議など多職種連携を課題とした活動に参加。院
内の認知症ケアチームメンバーとしても、社会背景や退院後の生活者としての課題を共有し、ケア充実の一助
となるよう努めていく。
　緩和ケア部会の活動として地域における緩和ケアの充実に向けた検討会を開催。泉州2次医療圏への緩和ケ
アの普及の取り組みについて、院内外の多職種との協働を図り、患者家族の望む生活、療養を実現できるよう
啓発活動を展開していく。
　相談援助技術の研鑽のため、相談員研修、解決構築アプローチ研修、スーパービジョン研修、中堅者研修な
ど、段階ごとの各専門領域の研修に参加し、部署内で事例検討を実施。
　多岐にわたる医療福祉相談、がん相談に対応し、患者家族の福祉に還元できるよう更なる専門的技術の研鑽
を継続していく方向である。

【看護】
　看護局、医療福祉相談部、地域医療連携室の３職種で構成される多職種のチームで「患者さま・ご家族さま
との話し合いを大切にし、入院される前から退院まで、安心してその人らしい生活が送れるようサポートす
る」という合同重点目標を掲げ、地域医療機関や施設等との円滑な連携を図り、患者支援業務の更なる拡大に
向け協働している。
　＊入院調整機能：全病棟の空床状況を一括管理し、日中の緊急入院患者の病床調整確保を行う
　＊入退院支援・調整機能

　・医療ソーシャルワーカーと入院患者の退院支援・調整に関するカンファレンスを毎日実施し、情報交換
と方針確認

　・地域医療機関や施設、訪問看護、訪問介護等との退院・転院調整の実施
　・各病棟の退院支援ラウンドの実施
　・退院前合同カンファレンスの調整と参加
　・退院前の情報整理と社会資源の活用等については、主治医、病棟看護師、関連する多職種と連携を図り

支援を実施
　・予定入院に対する入院前支援の実施（薬剤師による中止薬の確認と薬剤師外来＜2024年（1-12月）実

施件数：1270件＞、栄養士による栄養指導、理学療法士・作業療法士による指導、医療福祉相談の調
整、看護師による入院前からのアナムネーゼ聴取や各種スクリーニング、入退院支援アセスメント）

　　2024年(1-12月) 予定入院に関する入院前支援総数：3393件
　・休日入院に対する麻酔科医師、中央手術室看護師の術前面談の実施
　　2024年(1-12月) 休日入院に関する入院前支援総数：300件　　　　　　
　　【2024年(1-12月) 予定入院と休日入院の入院前支援総合計数：3693件】
　・緊急入院パス（大腿骨頸部骨折）の運用
　　2024年（1-12月）の緊急入院パス件数：24件
　・救急患者連携搬送を7月より開始
　　2024年（7-12月）搬送総件数：41件
　・転院搬送時の付添い
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　＊各種地域連携パス運用推進
がん地域連携パスの患者説明及びデータ管理、各種連携パス（脳卒中、大腿骨頚部骨折、糖尿病、心不
全、口腔管理連携）の推進

　＊外来患者の検査説明
　　　検査項目：胃カメラ、大腸内視鏡、注腸、腹部エコー、気管支鏡、CT、MRI、PET-CT
　　　上記検査説明の2024年(1-12月)総件数：4248件
　＊総合相談機能

患者・家族・市民の方々からの初診時の症状相談、総合相談、がん相談等の全ての相談業務を、対面、
電話、メールで対応し、総合的な窓口としての役割を担う

　　　上記総合相談の2024年(1-12月)総件数：2333件

■研修・教育実績

（学会発表）

1. 澤近　敦子
　第15回日本医療ソーシャルワーク学会長野大会
　「在宅緩和ケア移行への連携ツール作成についての実践報告と今後の課題」（2024/10/06）

（講演・研修・研修収録）
1. 咲花　彩
　岸和田市地域包括支援センター萬寿園葛城の谷　住民啓発セミナー
　「もしも今、がんになったら…～あなたはどうしますか？～」講師 （2024/03/15）
2. 福島　洋子
　公益社団法人　大阪府看護協会　2024年度研修
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「病院・施設から地域医療へつなぐ入退院支援・退院調整の基礎知識」ファシリテーター（2024/6/17）
3. 澤近　敦子
　2024年度JNA収録DVD研修「認知症高齢者の看護実践に必要な知識」演習支援（2024/8/28-8/29）
4. 澤近　敦子
　岸和田市在宅医療介護連携推進事業　入院時情報連携加算研修会

「医療と介護の情報連携～急性期病院の視点から～」講師 (2024/10/10）
5. 大家　愛佐子
　第16回全国連携実務者ネットワーク連絡会
「コロナ後も続く閉塞感をどのように打破するか-今できること-」シンポジスト(2024/10/12-13) 茨城県
6. 福島　洋子
　2024年度「大阪府看護職員認知症対応力向上研修」講師（2024/11/14、2025/1/16）
7. 澤近　敦子
　岸和田市社会福祉協議会　身寄りがない人の支援を考える勉強会
　「急性期病院における権利擁護について」講師（2024/12/02）
8. 大家　愛佐子
　第33回市立岸和田市民病院パス大会
　「当院における心不全連携体制の構築－連携パスを用いて－」講演(2024/12/4)

（その他）
1. 咲花　彩　
　岸和田市医師会看護専門学校非常勤講師
　社会福祉Ⅰ（2024/9/11～9/27）
2. 福島　洋子
　岸和田市医師会看護専門学校（看護専門課程）非常勤講師
　高齢者の暮らしを支える看護Ⅱ（2024/9/20、10/1、10/8、10/18、10/29）
3. 澤近　敦子
　岸和田市医師会看護専門学校非常勤講師
　社会福祉Ⅰ（2024/10/4～11/4）
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診療情報管理室（医療マネジメント課）

≪概要≫
■組織・スタッフ
　【医療マネジメント課】
　医療計画・診療情報担当　　　正職員3名
　医事サービス担当　　　　　　正職員1名
　調整・地域医療担当　　　　　正職員1名
　診療情報管理室　　会計年度任用職員5名
　（保有資格）
　診療情報管理士6名、医療情報技師3名

■業務概要
　診療録管理、診療情報統計、DPC調査及びデータ分析、DPC統計、クリニカルパス管理、がん登録の運用管
理、臨床指標、入院診療記録の量的・質的点検、診療録貸出閲覧管理、各種コーディング（ICD-10・手術K
コード・ICD-O-3）、退院サマリー進捗管理、統計データ作成、DPC関連、診療情報管理業務全般、各種デー
タ提供、公用請求、カルテ開示

≪方針≫
■方針・目標
　2024年は、診療情報管理業務の核である診療情報の適切な管理を引き続き行い、医療の質、安全性の向上
に繋がるよう努めた。
　2025年は、引き続き診療情報の適切な管理、診療記録質的点検項目の見直しを行い、さらなる医療の質、
安全性の向上に尽力することにより病院運営の一助となるよう努めていきたい。

≪実績≫
■業務実績

■活動実績
・2024年度JROAD「レセプト及びDPCデータを用いた循環器疾患における医療の質に関する研究」事業への

調査協力
・2024年度J-ASPECT Study「レセプト情報等を用いた脳卒中、脳神経外科医療疫学調査」への調査協力
・国立がん研究センター「院内がん登録とDPCを使ったQI研究（2022年症例）」への調査協力
・大阪府「がん登録を基盤とするリアルワールドのがん医療への影響調査」への調査協力
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1.　退院サマリー統計（2024年1月1日～2024年12月31日に退院した患者）
①診療科別退院患者数および平均在院日数
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②ICD分類別退院患者数	
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2. DPC統計（2024年1月1日～2024年12月31日にDPC対象病棟より退院した患者）
①MDC2分類別症例数

②MDC6分類別平均在院日数および平均医療費（症例数上位20）

133−　  −



3. 院内がん登録統計
　厚生労働省は、国民が全国どこでも質の高いがん医療を受けることができることを目標に、全国の2次医療
圏ごとにがん診療連携拠点病院を指定しています。
　本院は、平成14年12月9日厚生労働大臣より「地域がん診療連携拠点病院」に指定されました。
　「地域がん診療連携拠点病院」の指定要件の一つに院内がん登録があります。院内がん登録は、当院ではじ
めてがんの診断や治療を受けられた患者さまについて、がんの診断・治療・予後に関する情報を登録・収集す
る仕組みのことです。登録の対象となる疾患は、上皮内がんを含む全悪性新生物および良性を含む頭蓋内の腫
瘍です。
　当院では、「がん診療連携拠点病院等　院内がん登録　標準登録様式　2016年版」の標準登録項目に沿っ
て登録を行っています。登録した情報は、国立がん研究センター がん対策研究所　がん登録センターに提出
しています。

①部位別登録件数（2023年）
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②部位別・性別・年齢階層別登録件数（2023年）
全体

男性
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女性

③総合ステージ７部位別件数（当院診断のみ・当院初回治療実施分）（2023年）
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診療業務支援室

≪概要≫
■組織・スタッフ
　医師の事務的な業務を補助する中央化された部門。スタッフは28名。

■業務概要
　診断書作成補助（介護、医療要否意見書を除く）、救急医療情報入力補助、NCD等症例登録補助、オーダ
代行入力、カンファレンス、キャンサーボード、医局会、CPC準備、診療科業務補助、チーム医療サポートな
どを行っている。

≪方針≫
■方針･目標
　病院勤務医の負担軽減を目的に、精度の高い医師事務作業補助を目標としている。

≪実績≫
■業務実績
　① 書類作成補助件数（2024年1月1日～12月31日）

　② 症例登録補助件数（2024年1月1日～12月31日）

　③ 救急医療情報入力補助件数　　5,230件（2024年1月1日～12月31日）
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医療安全管理室

≪概要≫
■組織・スタッフ
　急性期病院として安全でかつ質の高い医療を提供することができるよう、安全管理の側面から活動すること
を目的に設置された部門である。

■活動概要
　医療事故の発生予防に重点を置き、本院における3b以上の重大事故発生の低減をめざし、患者の安全およ
び職員の安全確保のための取り組みと、医療事故発生時における対応を行っている。

≪方針≫
■方針・目標
　医療従事者には、患者の安全を確保するための不断の努力が求められている。さらに、日常診療の過程にい
くつかのチェックポイントを設けるなど、単独、あるいは重複した過ちが、医療事故というかたちで患者に実
害を及ぼすことのないような仕組みを院内に構築することが重要である。
　医療従事者の個人レベルでの事故防止対策と、施設全体の組織的な事故防止対策の二つの対策を推し進める
ことによって、医療事故の発生を未然に防ぎ、患者が安心して安全な医療を受けられるよう整えることを安全
管理の指針としている。そこで、「職員の安全意識を高め3b以上のアクシデントを低減する」を目標とした。

≪実績≫
■活動実績
1. 報告制度

1） 年度別報告件数
　年々報告件数を伸ばし、2024年度は6,775件

と前年度をさらに上回った。
　報告の文化をもつ医療機関は、報告のない施

設よりも安全であると「WHO患者安全カリ
キュラムガイド」に示されている。報告件数
の上昇は、職員が「報告の意義」を正しく理
解し、安全意識が高まってきている証しである。加えて、未然に防止できたレベル0（ポジティブ）報告
が総報告件数の約50％を占めておりSefetyⅡ（成功の数を可能な限り多くし、成功から学ぶ）といった安
全に関する考え方も、院内に浸透してきていることが示唆される。今後も、これを維持するためにも、安
全管理部門として、提出してくれた事例を大切に取り扱い、報告者や報告部署が、報告したことで改善に
つながった、医療安全に寄与できていると実感してもらえるよう取り組みを進めたい。

2） 各局別報告割合
　年間報告件数に占める各部門の割合は、看護局（80.9%）と医療技

術局（12.4%）で全体の90%以上を占め、続いて医療局（3.8%）、
事務局（2.2%）であった。全日本病院会発行のデータにおける全報
告に占める医師の割合が平均5.24%であるのに対して、当院では
3.8%（前年度は4.2%）と低く、次年度以降も取り組むべき課題であ
る。
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3） 各局別　職員一人あたりの平均年間報告件数
　局別の「職員一人あたりの平均年間報告件数」の年度比較を右のグラ

フに示す。医療技術局を除いていずれも上昇しており、看護局は、ひ
とりあたり10件/年の目標値を大幅に上回った。報告システムは、個
人の責任追及ではなく、患者の安全対策や組織の責任対応を目的とし、
全職員に報告実績が求められている。次ページには、各科および各部
署の職員一人あたりの報告件数をグラフに示す。各科や部署間で報告
件数に差異が生じており、全く報告がない科もあるのが現状となって
いる。「格差のない報告の文化」の醸成が課題である。今年度、重要
課題としていた「研修医一人あたり年間10件以上の報告をする」につ
いては、全ての研修医が目標を達成した。

4） 転倒・転落に関する報告
　入院患者の転倒・転落発生率は、入院患者の

安全を担保するための重要な指標となる。入
院患者の転倒・転落発生率は、入院患者の安
全を担保するための重要な指標となる。今年
度の診療報酬改定において、DPCデータ様式
1に「転倒・転落回数」、様式3に「転倒・
転落発生件数」が加えられた。2024年度も、
多職種で構成された転倒・転落予防チーム
「転ばさん隊」が、アセスメントシートの普
及やチェックシートを用いた環境ラウンドの
実施、発生時対応への速やかな介入による再発防止に取り組むなど、積極的に活動を行った。発生を0に
することは難しいが、可能な限り発生を防ぎ、発生しても患者への影響を最小限にすることが重要である。
しかし、今年度は酷暑の影響で外出の制限が余儀なくされ、筋力低下のためか、転倒・転落発生率および
3b以上の損傷を負った転倒・転落発生率ともに上昇し、グラフの通り2015年のデータに戻ってしまった。
日本病院会QIプロジェクトが出す2023年度の一般病院においての全国平均は、転倒・転落発生率は
2.83‰、3b以上の受傷事例発生率は0.06‰であり、当院の3b以上の発生率は平均より上回った。超高齢
者や併発疾患の多い患者を積極的に受け入れる当院において、 「転ばさん隊」の活動と現場での努力が重
要ではあるが、加えて患者・家族とのパートナーシップの活用も考慮し3b以上のアクシデントの低減に
努める。

2. 安全管理ラウンド
　・各部署・部門の安全行動に対する意識格差をなくすため「院内⑩の安全行動」について
　・不遵守防止対策のため「まぁ、いいか！不遵守メソット」を活用し各部署の現状について
　・院内自死防止のホットスポット対策（開窓ストッパー等）の確認について
　・転倒・転落予防について
　・前年度に取り組んだ5S活動の継続状況について
　・物的環境について

以上、ラウンドチームを編成し積極的に実施した。ラウンド結果は、現場スタッフへの直接フィードバック
や「ラウンド結果とフィードバックコメント」「ラウンド通信」「転ばさん隊通信」等として電子カルテに
掲載し周知した。
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3. 5S活動
　単なる美化活動としてではなく作業環境を整え効
率性や安全性を高め気持ちよく業務遂行できるよう、
24の部門・部署で5S活動に取り組み、今年度で10回
目を迎えた。その成果を、院内学会でポスター掲示
し投票を行った。

4. 医療安全確保のための業務改善
　各部局で医療安全確保のための業務改善目標と具体的計画をあげ取り組んだ。
　今年度は共通のテーマとして「指差し呼称の定着とポジティブ報告件数の上昇」をあげ指差し呼称を徹底
し、指差し呼称で未然防止できた事例は、ポジティブ報告をしてもらった。

5. 安全管理研修の開催
　1）令和6年度（2024年度）医療安全管理関連研修
　　  年度内で計33回の研修を開催し、延べ参加人数は6,276人であった。
　2）安全管理研修（全職員対象の研修）
　　  ・テーマ1：みんなが主役の医療安全　～対話するチームづくり～
　　　　　　　　学研ナーシングサポート：院内全体研修e-ラーニング
　　　　　　　　講師：山梨大学医学部附属病院　医療の質・安全管理部 特任教授　荒神裕之先生
　　  ・テーマ2：がん患者の自殺予防　～がん性疼痛の鑑別も含めて～（医療安全×岸和田緩和サポートセミナー）
　　　　　　　　外部講師を招き、対面研修
　　　　　　　　講師：埼玉医科大学国際医療センター　精神医療科　臨床心理士・公認心理師　石田真弓先生
　　  ・テーマ3：接遇×安全管理研修（3部構成）
       　　　　　　① 1部　医療現場にさまざまな影響をもたらす「あいさつ」のちから
       　　　　　　② 2部　ハラスメントにあたる行動・あたらない行動
       　　　　　　③ 3部　暴言・暴力行為に遭遇した場合の対処
　　　　　　　　① 、②学研ナーシングサポート：院内全体研修e-ラーニング、③作成動画
　　　　　　　　講師：①株式会社スマイルガーデン　村尾孝子先生　②アクティ労務管理事務所
　　　　　　　　　　　③安全管理委員会・警察OB・認知症看護認定看護師
　　  ・テーマ4：DNAR/DNR指針に関する研修会
　　　　　　　　院内講師による対面研修
　　　　　　　　講師：市立岸和田市民病院　顧問　西嶌準一先生

研修会開催日に出席できなかった職員には、各自でe-ラーニングまたはYouTubeで動画を視聴し、アン
ケートの提出または入力をもって受講確認とした。

3） 研修結果

6. 医療安全対策地域連携
　1）加算1施設間の評価

医療法人 徳洲会　岸和田徳洲会病院より評価を受け、市立貝塚病院の評価を行った。
　2）加算2施設への評価

社会医療法人 慈薫会 河崎病院、医療法人 白卯会 白井病院、医療法人 利田会 久米田病院、以上3施設の
評価を行った。
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7. その他
　1）死亡（死産）事例報告

2024年度の死亡（死産）事例報告書は537件の提出があった。
　2）指針・マニュアル作成および改訂

・「報告事例の安全管理委員会での検討と院内周知の流れ」改訂
・「現場保全チェックリスト」改訂
・「生体モニター管理カンファレンス運用基準」
　「対象者の確認方法」
　「モニター管理カンファレンス用紙」
　「心電図モニターカンファレンス管理表」掲載
・「麻薬与薬実施時の患者認証」
　「麻薬管理方法（引継ぎ時確認）」
　「持参麻薬の預かり方・返し方」
　「麻薬管理表」掲載
・「口頭指示メモの運用について」
　「口頭指示メモ」掲載
・「オカレンス報告後の流れ」掲載
・「患者・家族からの暴言暴力」
　「暴力事件、乳幼児連れ去り事件、ハラスメントの発生防止」改訂
・「厚生労働省　－医療現場における暴力・ハラスメント対策について－」
　「岸和田市職員のハラスメント防止に関する要綱」掲載
・「夜間の出入り管理　－救急出入口自動ドア運用方法－」
　「時間外入館証の発行について」掲載
・「事故発生時の連絡網」改訂
・「救急カート運用マニュアル」改訂
・「死亡（死産）事例報告書」改訂
・「ホルマリンの取り扱い方法」掲載
・「注射実施基準」改訂
・「苦情・クレームに対する対応」
　「ハラスメント相談フローチャート」改訂
・「EWSマニュアル」掲載
　「院内急変対応システム」改訂、「RRSフロー図」改訂
・「シニアカーと電動車いすの利用基準」掲載
・「体腔液採取時の検体取り扱い」
　「体腔液の細胞診 検体管理手順」
　「病理組織・細胞診検体の提出方法」掲載

　3）口頭指示メモの作成と運用開始
　4）スポットモニター更新に伴いEWS機能を搭載

院内急変対応システム（RRS：Rapid Response System）の再構築
　5）夜間救急出入り口管理の強化
　6）肝炎コーディネーターの養成を推進し33名（計82名）が認定
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≪今後の課題≫
1. 未然防止（ポジティブ）事例が総報告件数の半数以上を上回り、成功事例を増やすことでインシデント・

アクシデントの発生を低減する。
2. 院内の有害事象を明らかにするため、過失の有無にかかわらず合併症も含め、積極的に報告してもらえる

よう意識改革と、再発防止のための仕組みを定着させる。
3. 3b以上の損傷を負った転倒・転落発生率の低減を図る。
4. 新規マニュアルの周知状況や、再発防止策の検証を行う。
5. 医療安全対策地域連携を推進する。
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